
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

位塑里盟1二塁魅z旦E墜二塁二五」■22圭全

1 事業の成果
下記の通り諸事業を展開し、着実にエステティック関連諸学の調査・教育、エステ被害等防止、

エステ産業健仝化、普及活動及び活性化等の成果を上げつつあります。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1,607】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0】 千円)

疋承 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

会議費 関連
諸学の研究

全般の研究運営会議
4/5 6/14

9/20 1/6

学会事務

所
18名

広くエス

テ関係不

特定多数

広 くエス
テ関係の

裏
特定多

412

エステテ ィッ

雀爵
全化普及

エステティック健全事業
報告/収支決算/事業計画/
収支予算/セ ミナー学会

6/14

(13時～

16時 )

VD銀 座
6

20,名

会員はじ

め広く関

係者

会員はじ
め広く関
係者

1008

エステティッ
ク教育振興

認定講師/認定エステティ
シャン各種資格試験

3/8 9/20

11/10

東京 /大

阪 /名 古

屋/福岡

35名
受験者数

29名

会員はじ
め受験者

187

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和3年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

特定非 利活動法人日 エステティック学会

4Ю 000

正会員受取会費
賛助会員受取会,

888,000
512,000

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金 1,400,000
3

1.“Ю.000

教育振興事業収益
広告普及事業収益
調査研究事業収益

4
35,640
24.630
10,480

70.750

受取利息
5

E :=L 2.870.75(0 2870.7:Ю

684,500

1

70

200 200

995 470

1 71 1 71

2)

2
412,840
148,640
235,320

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

23,210
99,900
53,760
822,210
35,620

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

常  1 ■ B 156.080 156.080

過年度損益修正益

D

C D

156.

-629 049
-472.969
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法人祝、住民税及び事業祝
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本エステティック学」

472,969

2
1

2

の3 の

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 472.969

472,969

2

未払金

預り金

長期借入金
退職給付引当金

-629049

156080正
-472.9616

-472.969【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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16 28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本エステティック学会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (一部改訂NPO法人会計基準評議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
基準棚卸法によります。

(2)固 定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び付器備品の減価償却は定額表によつています。

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

退職給付債務は 期末自己都 合要支給額 に基づいて 計算します

)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受け入れは活動計算書に計上します。

(5)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目
教育振興事諜広報普及事業調査研究事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

500,000
35,640

500,000
24,630

400,000
10,480

1,400,000
70,750

1,400,000 1,400,000

1,400,000
70,750

535,640 524,630 410,480 1,470,750 1,400,000 2,870,750

684,500 684.500

684,500684,500

98,520

200,000
88,040
120,000

73,000

97,850
31,000
115,320

27,150

114,990
29,600

198,670

412,840
148,640
235,320

23,210

35,620
822,210
99,900

412,840
184,260
1,057,530
99,900
198,670
23,210
53,760

506,560 317,170 171,740 2,714,670995,470
53,760
1,719,200

29,080 207,460 238,740 475,280 -319,200 156,080

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
〈1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

水道光熱費
印刷製本費
消耗品費
通信運搬費
経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

500,000 500,000
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500,000
400,000

1.400.000  1.400.000

教育振興事業
広報普及事業

調査研究事業

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

円

″
′

Ｒ

）

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済
156.080629,049 472,969

156.080合計 629,049 472,969

科 目
計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近規者
及び支配法
人との取引

1,400,000

1,400,000

(活動計算書)
受取補助金

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

日調ラ認帯司



書式第 17号 (法第 28条 関係 )

令和3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非曽潤活動法人日本エステティック学会

1単位 :円 :

奎   ロ ′lロ

の  ロ

472969472.969 472,969

未収金

棚卸資産

現金預金
手元現金

472.000
菫 ■ 壼

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

2
ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ンフト

長期貸付金

敷 金

3

472.

未払金

472,969 47長期借入金

|

|

【A】 貴 産 合 計 ①+②

472.969

預り金
源泉徴収税

退職給付引当金
職員

【B-1】 ■ 債 合 計 ③+④ 472.969

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 (由事彙年慶において役員であつたことがある全員の氏名及び住籠又は層所菫
びにこれらの■についての口事彙年度における颯日の有彙を●●した名簿)

特定非営利活動法人日本ェス量ティック学会

1 1確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

団以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
ビ:各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役  名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1

/~ヽ

c男ォ監事
イシカワスウゴ 令和 3年

令和4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年1   月   日石川 御吾

2
⌒

eョォ監事
イシカワタイゾウ 令和 3年

令和4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年・   月   日石川 泰造

3
′
´｀
ヽ

イ理事ノ・監事Vノ

キタムラシン 令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日北村 晋

4 r理事

'・

監事V/
フチガミユカリ 令和 3年

令和4年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日淵上 ゆかり

5

⌒

饉lν・監事~/

マスモ トタツキ 令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日桝元 建喜

6
⌒

cフ
監事
フクシマクミコ 令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日福島 久美子

7

⌒
/   1

野 監事

)\lya-t) a 令和 3年

令和4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年林 えりこ

8 理事 1・ 監事
レ ノ
/

ミズサワタマミ 令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年水沢 たまみ

9

⌒

り 1監事
)t)u)ta= 令和 3年

令和4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年神代 佳代子

10
/^ヽ

理事・eり |
キサヌキヨシミ

令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年  月 日

日年 月木佐貫 嘉



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

令和3年度社員名簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

位趣腿聾屋ユニ墨ヨ聾塁二二廻塑壁全

氏   名

1
石川 劉吾

2
石川 泰造

3
北村  晋

4
淵上 ゆかり

5
桝元 建喜

6
福島 久美子

7
林 えりこ

8
水沢 たまみ

9
神代 佳代子

10
本佐貫 嘉

11

水川 英生

12 金子 誠


